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保護貿易 社会保険 上 か ら の 仲
裁・調停 






























































































































































































１６ 進化経済学会編 『進化経済学とは何か』23－4頁。 
１７ 西部忠編著『進化経済学のフロンティア』第１章。 
１８ ホジソン『進化と経済学』279頁。 
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７４ ゾンバルト、ヴェルナー『戦争と資本主義』157-8 頁。 
７５ ハウンシェル、Ｄ．Ａ．『アメリカン・システムから大量生産へ』参照。 







７８ 玉木俊明『近代ヨーロッパの誕生 オランダからイギリスへ』 
























































































































































































































































































































































1913 2,804 431 113 
1918 2,086 477 125 
1919 6,672 1,018 208 
1920 9,601 1,292 248 
1921 9,086 1,218 248 
1922 9,583 1,312 231 
1923 8,664 1,168 217 
1924 5,539 767 160 
1925 4,908 725 170 
1926 4,637 645 176 
1927 4,801 728 181 
1928 5,366 771 182 
1929 5,629 799 182 
1930 5,507 772 174 
1931 5,036 672 ― 
単位：千人 
出典：塚本健『ナチス経済』91頁 









 1912 1918 1920 1922 1925 1927 1929 
重工業 16.8 28.0 41.2 37.4 41.5 35.4 32.4 
軽工業 32.2 44.1 23.1 18.5 21.0 22.4 22.3 
建設業 37.9 12.5 5.3 5.7 1.9 3.1 7.7 




































1913－14 ― ― 31.05 1.80 
1924 30.57 1.53 32.10 2.05 
1925 38.23 3.06 41.29 2.60 
1926 41.07 2.46 43.29 3.05 
1927 43.00 4.73 47.73 4.30 
1928 46.32 5.10 51.42 5.05 
1929 48.54 4.73 52.91 4.85 
1930 49.19 1.97 51.16 4.90 
1931 46.60 1.85 48.45 ― 
1932 39.95 1.20 41.15 ― 
出典：塚本健『ナチス経済』96頁。 （単位：マルク） 






































































































                                                     
１ 1900 年頃、帝国人口約 5600 万人のうち土地所有貴族＝旧支配層は 2 万４千人ほどだったようだ
（ヴェーラー『ドイツ帝国』84 頁）。1907 年の職業調査では官僚は約 120 万人（家族を含めて 240
万人）、郵便、鉄道など現業部門を除く狭義の官僚（行政、司法など）は 39万人であった。うち上
級職は約 5万 5千人であるが、その出自は貴族が多い。1910年頃、プロイセンの行政官修習生全体
の 55.5％は貴族であった（ヴェーラ 『ードイツ帝国』115-8頁）。1865年にプロイセンの将校の 65％
が貴族であったが、1913年でもなお 30％を占めた。陸軍の中枢部においては貴族が支配的であった
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１６ ポイカート,デートレフ『ワイマル共和国―古典的近代の危機』33頁。  
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動ベルトコンヴェアが登場し、従業員総数は 22年の 54万 5千人から 25年、40万 9千人、29年、
35 万 3 千人、32 年、19 万人に減少した。同時に労働の個人主義化が進行し、以前の集団請負賃金
から個人別出来高賃金へ移行した（ポイカート,デートレフ『ワイマル共和国―古典的近代の危機』
100‐101頁）。 











































  1882 1895 1907 1925 1933 1939* 
所有者、経営者等 25.7 23.4 18.9 15.9 16.4 14.0 
無給家族労働者 9.9 9.1 15.0 17.0 16.4 16.4 
俸給生活者と官吏 7.0 10.7 13.2 17.0 17.1 18.9 
賃金労働者 49.4 49.6 47.2 46.0 46.3 
50.7 














自由業者は自営業者の 7％を占める。職員・官吏は 550 万人を数え、その比重は増加している。




 総数 自営業者 家族従業者 官吏 職員 労働者 
 百万人 百万人 ％ 百万人 ％ 百万人 ％ 百万人 ％ 百万人 ％ 
1882 17.1 4.4 25.6 1.7 10.9 0.5 2.9 0.5 2.9 9.8 57.4 
1895 19.9 4.6 23.3 1.8 9.1 0.7 3.5 0.9 4.5 11.3 56.9 
1907 25.4 4.8 18.8 3.8 15.0 1.1 4.3 1.9 7.5 13.5 53.1 
1925 32.3 5.1 15.9 5.5 16.9 1.4 4.3 3.8 11.8 16.2 50.2 
1933 32.6 5.2 16.4 5.4 16.4 1.5 4.6 4.1 12.6 16.4 50.1 
1939 35.7 4.8 13.4 5.7 15.8 3.0 8.5 4.7 13.2 17.5 49.1 
出典：栗原優『ナチズム体制の成立』142頁。 














  うち管理職員 
約 4.6万人 
約５千人 
公益事業経営者*** 約 1.2万人 
無職の利子、年金生活者 約 7.5万人 
























































































小市民・労働者 21 12 8 
中間層 65 34 25 
上流階級 14 54 67 
（うち大工業家層）  (20) (55) 
教 育
程度 
小学校卒 43 5 10 
中等教育 47 43 53 





父親の職業 1910 1929 1958 
労働者 19.0 23.9 30.0 
職員 12.0 18.8 22.4 
官吏 16.4 18.6 21.2 
資本家・小生産者・
自由業 
52.6 38.7 26.4 
出典：栗原優『ナチズム体制の成立』148頁。 











































































































































 1913年 1925年 1928年 
中央・地方政府の財政支出 15.7 23.8 27.6 
社会保険 2.7 4.9 6.9 










































































































































































































































































































































税を促進し、独占企業にはかなりの減税効果を与えたが、経済全体の回復には繋がらなかった。   







































 1919.1 1920.6 1924.5 1924.12 1928.5 1930.9 1932.7 1932.11 1933.3 
ナチス ― ― 6.6 3.0 2.6 18.3 37.4 33.1 43.9 
群小政党 1.3 3.1 8.5 7.5 13.9 14.0 2.6 3.4 1.6 
国家人民党 10.3 15.1 19.5 20.5 14.2 7.0 5.9 8.3 8.0 
人民党 4.4 14.0 9.2 10.1 8.7 4.5 1.2 1.9 1.1 
民主党 18.6 8.4 5.7 6.3 4.9 3.8 1.0 1.0 0.9 
バイエルン人民党 ― 4.2 3.2 3.7 3.1 3.0 3.2 3.1 2.7 
中央党 19.7 13.6 13.4 13.6 12.1 11.8 12.5 11.9 11.2 
社会民主党 37.9 21.6 20.5 26.0 29.8 24.5 21.6 20.4 18.3 
独立社会民主党 7.6 18.0 0.8 0.3 0.1 ― ― ― ― 
共産党 ― 2.0 12.6 9.0 10.6 13.1 14.6 16.9 12.3 
投票率 82.7 79.1 77.4 78.8 75.6 82.0 84.0 84.6 88.7 
出典：栗原優『ナチズム体制の成立』176頁。 









同月２０日には自由労組がヒトラーに忠誠を誓った書簡を提出していた３６。             
３月２３日、国会では全権委任法（授権法）が成立した３７。ワイマル憲法に拘束されない無
制限の立法権がナチス政府に授権された。名実共にワイマル民主主義に終止符を打った。 











































































































































































































































1928 44.9  24.5  1.3  0.6  2.5  -1.2  72.4  62.0% 
1932 27.4  16.1  -0.5  0.1  1.0  -1.5  42.6  64.3% 
1933 27.7  16.5  0.2  0.2  0.9  -1.5  44.0  63.0% 
1934 31.2  18.7  0.7  0.3  1.0  -1.5  50.4  61.9% 
1935 34.5  20.6  1.5  0.6  1.1  -1.5  56.8  60.7% 
1936 37.7  22.9  2.3  1.0  1.3  -1.6  63.6  59.3% 
1937 41.5  25.8  2.8  1.6  1.5  -1.7  71.5  58.0% 
1938 45.7  *28.3 3.9  2.4  1.5  -2.0  79.8  57.3% 
注記：総額の単位は１０億マルク。*原文は 38.3。 
出典：塚本健『ナチス経済』311 頁。 
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議会での多数を得ることが出来なかったので、ワイマル憲法で予め定めていた緊急命令権を用いて
政治を行った（フィッシャー、W.『ヴァイマルからナチズムへ』62頁）。 















































３６ 栗原優『ナチズム体制の成立』525頁。  
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Feuchtwanger,E.J.(eds.),Social and Political Development in Weimar Germany,p.193）とする
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２０ 野田晶吾『ドイツ戦後政治経済秩序の形成』35－6 頁。 
２１ 野田晶吾『ドイツ戦後政治経済秩序の形成』43－52 頁。 
２２ 野田晶吾『ドイツ戦後政治経済秩序の形成』35－7 頁。 
２３ 野田晶吾『ドイツ戦後政治経済秩序の形成』61－2、79頁。 



















３７ 古瀬徹・塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障４ ドイツ』33－8頁。 
３８ 古瀬徹・塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障４ ドイツ』44－5頁。 
３９ 黒川洋行『ドイツ社会的市場経済の理論と政策』20－1頁。 
４０ 雨宮昭彦『競争秩序のポリティクス』102頁。 
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４１ 雨宮昭彦『競争秩序のポリティクス』196－8、205頁。 


































































































                                                     


































          表Ⅱ－１ 日本の階級構成（％） 
 1920 1930 1940 
Ⅰ政治的・経済的支配層  1.32 1.19 
１．高級官公吏 0.44 0.58 0.40 
２．陸海軍武官 0.06 0.08 0.09 
３．地主層 0.67 0.47 0.31 
４．法人経営者 0.18 0.20 0.40 
Ⅱ中間層  13.24 11.66 
５．農林漁業主層 **14.38 7.59 7.62 
６．自営業主層 5.32 4.83 3.19 
７．独立技能者 1.04 0.81 0.85 
Ⅲ準中間層  58.57 56.86 
８．職人層 3.77 6.44 4.89 
９．名目的自営業層 5.74 6.01 4.94 
１０．俸給生活者層 4.83 5.37 9.70 
１１．貧農層       ** 6.78 6.46 
１２．農林漁業家族従業者 33.60 29.38 25.39 
１３．非農林漁業家族従業者 ***1.69 4.48 4.89 
１４．下士官層      * 0.09 0.59 
Ⅳ労働者  26.24 25.97 
１５．近代的生産部門 5.27 6.62 12.07 
１６．家内工業部門 ****6.89 3.18 2.81 
１７．商業部門 2.23 2.82 1.51 
１８．その他サービス業 1.65 2.01 1.03 
１９．農林漁業労務者 6.38 5.37 2.58 
２０．単純労働者 3.35 3.61 3.89 
２１．家事使用人 2.40 2.64 2.08 
Ⅴその他    
２２．兵卒      * 0.64 4.32 
総数 27.3百万人 29.6百万人 33.9百万人 













































表Ⅱ－２ 日本の農家 自・小作割合（％） 
 自作 自小作 小作 小作地率 
1883－4 39.3 41.8 20.9 35.5 
1888 33.3 45.1 21.6 39.5 
1908 32.9 39.9 27.2 45.5 
1926 31.2 41.7 27.1 45.8 
1930 31.1 42.4 26.5  
1935 30.9 42.0 27.1  
出典:中村政則『近代日本地主制史研究』123,211,267頁。 











































1928 8072 4562 5249 575 6315 1560 1615 878  
1929 8205 4635 5280 593 6387 1553 1631 895 4.33 
1930 8206 4741 5489 594 6442 1532 1720 895 5.23 
1931 8329 4709 5659 582 6431 1502 1803 921 5.92 
1932 8478 4707 5838 468 6518 1401 1914 899 6.88 
1933 8399 4910 5985 444 6484 1436 1966 920 5.67 
1934 8307 5104 6114 450 6366 1541 1965 980 5.01 
1935 8224 5302 6246 480 6226 1680 1993 1060 4.66 
1936 8132 5465 6229 475 6343 1773 2116 1074 4.35 
単位：千人         
出典：中村隆英編『戦間期の日本経済分析』336－7、351頁。 
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金融業では金融資金に占める比率は、１９３６年末に 3大財閥が 24.8％、8大財閥が 55.0％で
ある。鉄鋼業では国家資本が圧倒的であるが、財閥系大企業を合わせれば、それに匹敵する。
















既成財閥 三井 三菱 住友 安田 大倉 浅野 川崎 古河 合計 
払込資本 
（千円） 
1,177,200 848,204 383,800 263,816 133,485 236,261 99,211 101,994 3,243,971 
全国総計に対
する比率（％） 
7.7 5.5 2.5 1.7 0.9 1.5 0.6 0.7 21.1 
主要会社数         
直系会社 6 6 12 12 19 8 12 6 81 
直系子会社 47 29 9 13 11 16 11 11 147 
傍系会社 12 15 12 16 20 21 4 2 102 
傍系子会社 36 23 1 3 1 5 1 ― 70 
合計 101 73 34 44 51 50 28 19 400 
新興財閥 日産 日窒 森 日曹 理研 合計    
払込資本 
（千円） 
473,632 197,700 141,996 84,751 30,591 928,670 
   
全国総計に対
する比率（％） 
3.1 1.3 0.9 0.6 *0.2 5.9 
   
主要会社数         
直系会社 18 12 7 4 23 64    
直系子会社 59 ― 7 7 ― 73    
傍系会社 ― 14 6 11 8 39    
傍系子会社 ― ― ― ― ― ―    









 三井 三菱 住友 安田 浅野 大倉 古河 川崎 8 財閥計 
鉱礦業 14.2 9.2 2.7 ― 1.2 1.4 3.3 ― 32.0 
金属工業 2.6 0.9 15.2 ― 1.5 1.2 4.5 ― 25.9 
機械・器具 11.0 5.1 2.4 0.5 0.9 3.0 3.3 ― 26.1 
造船 ― 35.6 ― ― 11.9 ― ― ― 47.5 
化学・ゴム 8.8 6.5 4.1 0.3 0.1 2.0 0.8 ― 22.7 
窯業 16.1 7.5 ― ― 33.4 ― ― ― 57.0 
製紙 63.4 2.6 ― 2.9 0.3 2.0 ― ― 71.2 
繊維 15.5 4.1 ― 1.5 ― 1.3 0.1 ― 22.5 
食料品・水産 7.6 13.8 ― ― ― ― 0.0 ― 21.4 
電力・ガス 2.9 2.4 0.8 2.3 1.9 0.0 ― ― 10.3 
鉄道 2.8 0.7 ― 3.1 ― ― ― 3.4 10.0 
海運 0.9 23.0 14.7 ― 1.6 ― ― ― 40.1 
金融業 4.3 8.8 3.7 8.6 ― 0.0 0.1 4.2 29.7 
商事・貿易 8.0 1.7 0.7 0.5 0.1 0.4 ― 0.2 11.6 
不動産その他 1.4 1.0 2.5 0.9 1.2 2.1 0.1 0.0 9.2 




















































































































大蔵省官吏が 1万 7455名、外務省が 2千名、内務省が 4500名、植民地官庁では朝鮮総督府が
4 万 8 千名、台湾総督府が 3 万 5 千名である。また鉄道が 21 万 3 千名、逓信が 19 万 6 千名だ
































































 １９０９ １９１４ １９１９ １９２４ １９２９ １９３４ １９３６ 
実数（千人） 141 109 251 229 265 417 467 
































1912 49 5,736 
 
    5     
1913 47 5,242 
 
    6     
1914 50 7,904 
 
    6     
1915 64 7,852 
 
    4     
1916 108 8,413 
 
    13     
1917 398 57,309 
 
    14     
1918 417 66,457 
 
    11     
1919 497 63,137 
 
    187     
1920 282 36,371 
 
    273     
1921 246 58,225 
 
    300 103   
1922 250 41,503 584   13.2 389 137   
1923 270 36,257 647   18.1 432 126   
1924 333 54,526 933   16.8 469 228   
1925 293 40,742 816 89 14.7 457 254   
1926 495 67,234 1260 127 21.8 488 285 6.1 
1927 383 46,672 1202 103 29.2 505 309 6.5 
1928 393 43,337 1022 102 24.5 501 331 5.3 
1929 571 77,281 1420 172 27.2 630 ？ 6.8 
1930 900 79,791 2289 192 28.8 712 354 7.5 
1931 998 64,536 2456 155 27.9 818 369 7.9 
1932 893 54,783 2217 123 28.2 932 378 7.8 
1933 610 49,423 1897 117 31.6 942 385 7.5 
1934 626 49,536 1915 120 31.3 965 388 6.7 
1935 590 37,734 1872 104 39.9 993 409 6.9 
1936 547 30,900 1975 93 41.4 973 421 6.9 
1937 628 123,730 2126 214   837 395 6.2 
1938 259 17,853 1050 56   
 
    
1939 354 72,713 1120 128   
 
    



































上所有の大地主（寄生地主）は１９０８年に 2,217 戸であったが、１９２０年には 2,435戸に
増加したが、その後減少傾向に転じて１９２７年には 2,173戸となった。特に近畿地方は減少
が著しく２７年には１２年の約 7割となった６６。５町歩未満の零細地主は地主層の厖大な底辺





























    
1919 321 
 
    
1920 408 84.8 12.8 1.0 
1921 1680 86.8 20.2 4.7 
1922 1578 79.7 18.4 4.1 
1923 1917 70.2 16.5 4.4 
1924 1532 72.4 17.8 3.6 
1925 2206 61.0 15.0 4.3 
1926 2751 54.9 14.4 4.9 
1927 2052 44.5 11.8 2.9 
1928 1866 40.3 10.4 2.4 
1929 1434 33.7 9.7 2.7 
1930 2478 23.6 5.7 1.8 
1931 3419 23.7 7.0 2.6 
1932 3414 18.0 4.9 1.9 
1933 4000 12.0 3.6 1.5 
1934 5828 20.8 5.8 3.7 
1935 6824 16.6 4.2 3.4 
1936 6804 11.3 3.4 2.4 
1937 6170 10.3 3.3 2.0 
1938 4615 11.4 3.3 1.9 
1939 3578 7.2 2.5 1.0 
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動を一層活発化させたが、30年 5月まで活動し，同 年 7月 5日をもって廃止された。その対策の























５６ 岩波講座『日本通史 第１7巻』155頁。 










露戦争では約 109万人であった（同上 160頁）。 
６１ 大内力 『日本経済論 上』334－6頁。 
６２ 楫西光速ほか『日本資本主義の発展Ⅲ』707－8頁。 
６３ 大内力 『日本経済論 上』383－5頁；橋本寿朗『大恐慌期の日本資本主義』135-48、332-9頁；
橋本寿朗『現代日本経済史』63－4頁。工場委員会は 20年代初頭より重工業を中心に普及していっ
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 総数 5 反未満 5 反～１町 １～２町 2～3町 ３～５町 ５町以上 
1928 5,576 1,947 1,895 1,210 321 133 70 
1935 5,611 1,909 1,919 1,255 323 128 78 
単位：千戸       
出典：中村政則『近代日本地主制史研究』268頁。 
表Ⅱ－１０ 地主層戸数 
 ５町未満 ５町以上 
1931 794 163 
1933 835 163 
1935 895 169 
単位：千戸 
出典：中村政則『近代日本地主制史研究』274頁。 






































































































































































































































































































































































                                                     








８ 大内力 『日本経済論 上』307－11頁。 
９ 大内力 『日本経済論 上』345－8頁。  
１０ 大内力 『日本経済論 上』350－2頁。 
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２９ 高橋亀吉『財界変動史』下巻第 15章。 
３０ 竹内宏『昭和経済史』46 頁。 
３１ 松浦正孝『日中戦争期における経済と政治』29-34、77-89頁。 
３２ 松浦正孝『日中戦争期における経済と政治』135-7 頁。 




３４ 松浦正孝『日中戦争期における経済と政治』247-50 頁。 
３５ 大内力「ファシズムへの道」 『日本の歴史 ２４』212－9頁。 
３６ 大内力「ファシズムへの道」 『日本の歴史 ２４』480頁。 











している（大内力「ファシズムへの道」 『日本の歴史 ２４』）。 








































































































































                                                     































































あった。追放者総数 21 万人のうち、軍人が 79.4％、政治家が 16.6％、超国家主義者 1.6％、






































業持株会社」と集排法指定 325社（うち 51社は持株会社と重複指定）を合わせれば 328社であ
る。うち 83社が企業再編成（広義の企業分割）措置を受けた（内訳は会社分割が 31社、営業




















































































































































































































































































































































































込んでいたが、５０年に 82.0 に回復し、５５年には 159.7となった。既述のように農業生産も
５０年には戦前水準を上回った４４。 
国内市場の実質規模は３４～６年を 100として５０年に 71.0、５３年には 160.8となった４５。
１９５５年の階級構成を１９３０年と比較してみよう。有業人員は 33％増加しているが、法人
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経営者は 94％増となり（構成比では 1.6％）、高級官公吏は約 2.5倍となった（構成比 0.3％）。
個人業主や職人など旧中間層は停滞しているが（構成比は 24％）、技術者、職員、公務員など
の新中間層は 2.7倍となった（構成比では 12.7％）。生産労働者は 33％伸びた。特に鉱工業、





























































































４ 中村隆英編『日本経済史７ 「計画化」と「民主化」』116－8頁。  


























１９ 吉田裕編『戦後改革と逆コース』52-4頁；岩波講座『日本通史 第１９巻 近代４』63-４頁；
「日本の官僚制度は何故残ったのか」（Electronic Journal 第 3827）
http://electronic-journal.seesaa.net/article/401114241.html 
 松本歯科大学紀要 ４３輯（２０１５年） 
126 
 
















２５ 楫西光速ほか『日本資本主義の没落Ⅵ』第 5章第 1節。 
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ほか『日本資本主義の没落Ⅵ』第 5章第 7節。 
４３ 楫西光速ほか『日本資本主義の没落Ⅵ』1743-5頁。 














５２ 松浦正孝『日中戦争期における経済と政治』213-4 頁。 
５３ 青木昌彦／奥野正寛編著『経済システムの比較制度分析』317頁；青木昌彦『日本経済の制度分
析』永易浩一訳、第 7章第３節。 
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年次 1861 1881 1901 1921 1961 
工業/製造業 40.9 43.0 43.9 44.4 47.8 
サーヴィス業 20.7 23.6 30.2 41.3 41.2 
農業 26.5 18.5 12.6 9.0 3.9 
その他 11.9 14.9 13.3 5.3 1.1 
年次 1981 1987 
  
工業/製造業 37.5 30.6 




農業 2.3 1.4 
注記：１９６１年の数字はおそらく誤り。 
出典：ルービンステイン、W.D.『衰退しない大英帝国』43頁。 












  農林水産業 





1801 35.9 29.7 11.2 11.5 11.8 
1821 28.4 38.4 12.1 12.7 8.5 
1841 22.2 40.5 14.2 14.5 8.5 
1861 18.7 43.6 16.6 14.3 6.9 
1881 12.6 43.5 21.3 15.4 7.3 











































































1871－80 -91  53  90  -3  49  
1891－1900 -141  97  96  -5  47  
1906－1910 -141  151  137  -3  144  
1911－13 -132  188  160  -8  208  
1927－29 -374  250  226  1  103  
1933－35 -273  172  109  -68  -60  



































  1868 1880 1885 1886 1892 1895 1900 
（１）土地所有者               
自由党 52 45 27 31 17 18 16 
保守党 67 66 41 48 55 43 45 
リベラル・ユニオニスト ― ― ― 37 34 27 22 
（２）工業関係者               
自由党 21 35 34 48 43 40 45 
保守党 4 8 16 20 22 21 24 
リベラル・ユニオニスト ― ― ― 28 30 51 38 
（３）金融関係者               
自由党 32 37 30 37 30 28 22 
保守党 15 32 37 42 46 46 46 






















1801 32.5 23.4 17.4 5.5 5.3 ― 15.8 
1821 26.1 31.9 15.9 5.7 6.2 1.0 13.1 
1841 22.1 34.4 18.4 6.0 8.2 1.4 9.6 
1861 17.8 36.5 19.6 5.2 7.5 3.0 10.4 
1881 10.4 37.6 23.0 4.9 8.5 5.8 9.9 
1901 6.4 40.2 23.3 4.8 8.2 6.5 10.7 
出典：吉岡昭彦編著『イギリス資本主義の確立』13頁。 
 










































































































































































































年、650 万人、１９１９－２０年、約 800 万人である。第１次大戦が終わるまでに女性労組員
は 125万人となった５４。 
こうして労組は一大政治勢力となった。 



































２ 岐部秀光『イギリス 矛盾の力』 
３ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅰ、Ⅱ』 
４ コート、W.『イギリス近代経済史』29-31、44 頁；青山吉信/今井宏編『概説イギリス史』142-8
頁。 
５ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅰ』45-50 頁；青山吉信/今井
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上流階級の各序列の家族数の概算（聖職者貴族を除く）を示せば、17世紀末、貴族（ノビリティ。
公、候、伯、子、男の爵位保持者）が 160家族、バロネット 800、ナイト 600、エクスワイア 3000、
単なるジェントルマン 12,000 であった。19 世紀初頭にはそれぞれ 287、540、350、6000、20,000
となった。バロネット以下がジェントリとなる。彼らは土地所有を主たる生活基盤としながら、官
職を兼ね、あるいは鉱業、商工業の分野にも進出していた。1790年頃の土地所有分布は次のようで






６ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅰ』11頁。 


































３４ クラーク、ピーター『イギリス現代史 １９００－２０００』35頁。 
３５ 川北稔編『イギリス史』324-7頁；湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』205頁；木村
和男編著『世紀転換期のイギリス帝国』第２章。アイルランド問題については木村和男編著『世紀
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４８ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』188-91頁。 
４９ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』192-9頁。 
５０ ルービンステイン、W.D.『衰退しない大英帝国』109-10頁。 




５３ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』205頁。1910年から 14年は争議件数が増加して
いる。アナルコ・サンディカリズムなどの影響で山猫ストが発生した。中には大規模な争議もあっ
た。 



































































上に貿易外収入が減少した（大戦前の 20年間、ＧＤＰの 11％であったが、２０年代には 7.3％
に低下した）。３０年代には国際収支の黒字は消えた１１。［前出表Ⅲ－３］ イギリス国民総生
























































２１年には 4大企業に統合された。株式銀行は１４年の 38行から２４年には 12行（特に 5大
銀行に集中）になった。 
業界団体は１９１４年に 50を数えたが、主として鉄鋼業であった。２５年にはイギリス産業
連盟だけで、加盟団体は 250となった。第２次大戦後には 1000団体ほどとなる。 





上位 3 社が当該分野の労働者の 70％以上を雇用している業種は 33 あった。３５年にイギリス
















































































































                                                     
１ 川北稔編『イギリス史』336-7、340頁。 
２ ホブズボーム、E.J.『産業と帝国』292-4頁。 
３ クラーク、ピーター『イギリス現代史 1900-2000』71－2頁。 
４ クラーク、ピーター『イギリス現代史 1900-2000』91－2頁。 
５ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』207頁；クラーク、ピーター『イギリス現代史 
1900-2000』86頁。 
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６ 川北稔編『イギリス史』349-51頁；スペック、W．A．『イギリスの歴史』225-30頁。 
７ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』147－9頁。 
８ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』155頁。 













１４ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』163頁。 











２０ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅱ』11頁。 
２１ オーウェン、ジェフリー『帝国からヨーロッパへ』148-56頁。 
２２ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅱ』10頁。 
２３ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅱ』11頁。 
２４ 同上。 
２５ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅱ』12-3頁。 
２６ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』206頁。 
２７ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』206－7頁。 

































よれば、主要な 17の専門職の従事者は１８４１年に 7万 3215人であったのが、１８８１年に













有していたが、１９３６年でも 25歳以上の人口の 1％に私有財産の 50％が集中していた（成人





 1867 1931 1961 
上流階級 3％  15％弱 5％弱 
中産階級   10％弱 
中産階級下層 20％ 20％弱* 20％ 
熟練労働者 12％ 20％弱 35％ 
半熟練労働者 40％弱 50％* 25％ 








 1911 1921 1931 1951 1971 1979 
Ⅰ専門職       
  Ａ 高度 1.34 1.36 1.5 2.56 4.87 
15.7 
  Ｂ 低度 1.61 2.02 2.03 3.16 5.95 
Ⅱ雇用主、管理者、経営者       
  Ａ 雇用主及び所有者 7.74 7.69 7.65 5.74 5.07 
16.4 
  Ｂ 経営者及び管理者 3.91 4.28 4.54 6.78 10.91 
Ⅲ事務職 5.48 5.4 5.53 6.35 6.38 5.9 
Ⅳ職工長、検査官、監督 1.75 1.91 2 3.28 5.04 6.9 
Ⅴ熟練労働者 32.99 32.3 29.96 30.36 29.08 19.2 
Ⅵ半熟練労働者 33.63 28.3 28.85 27.92 20.82 19.1 
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７ スペック、Ｗ．Ａ．『イギリスの歴史』173-4頁。 
８ ルービンステイン、W.D.『衰退しない大英帝国』112頁。 
９ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅱ』20頁。 
１０ ケイン,P.J./ホプキンズ,A.G. 『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅱ』20-1頁。 








































































































































































                                                     
１ 湯沢威編『イギリス経済史 盛衰のプロセス』211頁；川北稔編『イギリス史』360-1頁。 
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の総人口は 1224 万人で、うち白人 804 万人、奴隷 395 万人、自由黒人 25 万人であった。白
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人、鉱業 17 万人、交通・公益事業・商業・金融・不動産業従事者 78 万人、農業従事者約 621









































1897 6 9 71 
1898 16 24 306 
1899 63 105 1213 
1900 21 42 334 
1901 19 51 403 
1902 17 47 315 
1903 5 16 72 

















鉄道（マイル数） 34 11 13 58 
鉄鋼（粗鋼生産高） 53 4 7 64 
無煙炭（生産高）* 39 6 29 74 
銅（生産高） ― 50 以上 ― 60 以上 
電気機械（売上高） 60 以上 ― ― 60 以上 
農機具（生産台数） 85 ― ― 85 
電話（台数） 69 ― ― 69 
支配資産総額（百万＄） 12,711 3,444 3,637 19,792 
   うち金融機関 3,043 476 350 3,869 
   鉄道会社 5,763 2,217 3,155 11,135 
   工鉱企業 2,455 412 108 2,975 





























農業も急激に発展した。１８６０年から、１９１０年までに農場数は約 200 万から約 640 万
まで増加し、農地面積は 407 百万エーカーから 879 百万エーカーまで増加した。1 農場当たり














                                                     
１ 鈴木圭介編『アメリカ経済史』418頁。 











９ 鈴木圭介編『アメリカ経済史Ⅱ』99－101頁；岡田泰男『アメリカ経済史』155頁。  
１０ 鈴木圭介編『アメリカ経済史Ⅱ』270、431、458-68 頁。別のデータでは労組組織率（非農業被































































































































































































































 こうした農業構造の変化に対応して「南部小作農組合」（３５年に７州で 3 万人規模）の
ような下層農民たちの組織と共に農場事務局連合のような富農層の組織が形成される(メンバ
ーは１９３３年、15 万人、４０年には約 45 万人)。これらは政府への圧力団体として影響力を
行使する２９。 
 




農場の保有状況 1920 1930 1940 1945 
全農場（単位：百万エーカー） 956.0 990.1 1065.1 1141.6 
  内訳 
自作農 461.3 372.6 382.2 40.4？ 
他人の土地も賃借する富農 175.5 246.6 300.8 371.3 
大農場経営者 54.1 63.6 68.9 106.4 
小作人 265.0 307.3 313.2 251.6 
シェアクロッパー 22.5 31.6 23.3 18.3 
１農場当り平均年収入 
全農場（単位：100 ドル） 10.3 7.6 5.5 7.9 
自作農 9.1 7.3 5.0 6.4 
他人の土地も賃借する富農 16.4 12.4 9.9 15.2 
大農場経営者 38.9 41.3 42.2 60.6 
小作人 9.7 6.1 4.6 6.9 




























































４ 楠井敏朗『アメリカ資本主義とニューディール』12 頁。 
５大戦時の政策については鈴木圭介編『アメリカ経済史Ⅱ』415－426 頁；楠井敏朗『アメリカ資本
主義の発展構造Ⅱ』208－211 頁。 
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１１ 紀平英作『ニューディール政治秩序の形成過程の研究』169頁。 
１２ 紀平英作『ニューディール政治秩序の形成過程の研究』169－70，179頁。 
１３ 岩波講座『世界歴史 ２７』380－5頁。 









秩序の形成過程の研究』368-71頁；馬場宏二編 『世界経済Ⅱ アメリカ』108-10頁。 
２０ 紀平英作『ニューディール政治秩序の形成過程の研究』300－310頁。 
２１ 紀平英作『ニューディール政治秩序の形成過程の研究』380－７頁。 




２４ 岡田泰男・永田啓恭編 『アメリカ経済史』230-1 頁。 
２５ 楠井敏朗 『アメリカ資本主義とニューディール』103－12頁。 
２６ 楠井敏朗 『アメリカ資本主義とニューディール』114－16頁；岡田泰男・永田啓恭編 『アメ
リカ経済史』230-１頁。 
２７ 楠井敏朗 『アメリカ資本主義とニューディール』226－７頁。 
２８ 楠井敏朗 『アメリカ資本主義とニューディール』223－5頁。 
２９ 楠井敏朗 『アメリカ資本主義とニューディール』111－3頁。 
３０ 岡田泰男・永田啓恭編 『アメリカ経済史』231頁。 
３１ ガルブレイス『新しい産業国家』344頁。 
３２ ポー、ミッシェル『資本主義の世界史 １５００－２０１０』269頁。 











































る契約の比重は 67.2％であった。全体としては 500人超雇用企業が戦時主契約の 78％を占め、























































































































































売却またはリースされた。しかも上位 250 社がこうした戦後の処分工場の 70％（原価）を獲















防総省からの受注は 39.6％を占め、通信機器産業は 51.8％、造船業は 50.4％であった１６。 
 
表Ⅳ－4 ①８大金融グループの支配資産（１９３５年） 
 産業（46社） 公益（20社） 鉄道（14社） 銀行（16社） 合計 
モルガン＝第１ナショナル 3,920 12,191 9,678 4,421 30,216 
ロックフェラー 4,262   2,351 6,613 
クーン・ローブ  342 9,963 548 10,853 
メロン 1,648 859 153 672 3,332 
シカゴ 858 813  2,597 4,268 
デュポン 2,232   396 2,628 
クリーブランド 1,066   338 1,404 
ボストン 425 554  740 1,719 
単位：100万＄      




 製造業・鉱業 輸送公益 金融 合計  
モルガン 12,550 16,495 36,261 65,306  
ロックフェラー 17,303 9,083 35,023 61,409  
第１ナショナル・シティ銀行 2,682 2,394 8,107 13,183  
デュポン 9,366 0 6,655 16,021  
メロン 8,040 252 2,208 10,500  
クリーブランド 5,127 5,383 5,154 15,664  
シカゴ 9,564 2,914 9,527 22,005  
バンク・オブ・アメリカ 1,218 57 13,127 14,402  




















１９６０年に労組員総数は約 1700 万人、組織率（非農業労働者）は 31.4％、７０年にはそれ
ぞれ 1900 万人超、27.5％であった１９。 
政府部門の肥大化は一層進んだ。１９４０年に 100 万人超であった連邦公務員は第２次大戦
中に 300 万人を超えた。戦後、一旦、200 万人前後に減るが、１９６０年代には再び 300 万人
台となった（地方公務員や軍人は含まない）２０。全雇用者に占める政府職員（州及び地方含む）





























農産物販売額 5 千ドル未満の農場数が 314 万ほど存在し、これに兼業農場や居住農場を加える
と 415 万 5 千となり、農場総数（564.8 万）の 78％を占めた。それが６９年センサスでは販売















 1950 1954 1959 
自作 3092 2737 2119 
自小作 826 857 811 
管理人 24 21 21 
小作 1447 1168 760 
（うちクロッパー） 347 268 121 
単位：千    
出典：大内力編著『農業経済論』266 頁 














































                                                     





















７ 河村哲二『パックス・アメリカーナの形成』238－41 頁。 
























１６ ディグラス、R.『アメリカ経済と軍拡』11、17－8 頁 
１７ パーロ、V．『最高の金融帝国』第７-1３章。 
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２３ 楠井敏朗 『アメリカ資本主義とニューディール』112－3頁。 
２４ 馬場宏二編 『世界経済Ⅱ アメリカ』162-6頁。 
































































タッフが約 12万人であった。党員比率は 20％前後である。 
Ｃグループ：労組に組織された成人労働者。労組を基盤とする党員層も一応，彼らの利益を代
弁する立場にある。１９２８年７月には労組員は 1100 万人を数えた。うちセンサス工業企業の
労働者は 290万人，工業労働者中党員比率は 11.9％である。 
Ｄグループ；コムソモールに組織された青年層。コムソモール員は１９２８年末に 200万人を
超えた。青年層の半数を組織していた。うち党員は約 10％であった。 





























































































































































３ 以上、カー、Ｅ．Ｈ．『ボリシェヴィキ革命 第１巻』 ；カー、Ｅ．Ｈ．『ボリシェヴィキ革命 
第２巻』 ；ラウホ、ゲオルグ『ソヴェト・ロシア史』第１，２，３章；ダンコース、Ｈ．カレー
ル『ソ連邦の歴史Ⅰ』；木村雅則 『ネップ期国営工業の構造と行動』、御茶ノ水書房、１９９５；Davies，
R.W.，Mark Harrison，S.G.Wheatcroft eds.(1994),The economic transformation of the Soviet Union，
1913-1945，；Davies,R.W.ed.（1990）,From Tsarism to the New Economic Policy : continuity and 






木村雅則 博士論文『ネップ期国営工業』 東京大学経済学研究科、２０１１、終章。 
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Davies，R.W.，Mark Harrison，S.G.Wheatcroft eds.(1994),The economic transformation of the 
Soviet Union，1913-1945，New York：Cambridge University Press. 
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